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論 文 内 容 の 要 旨 
 
（1）本論文は、論文の目的と考察方法を提示する序章に始まり、「本論」の前提となる日本とイ
ギリスそれぞれの倒産法制および管財人制度を概説する２つの章（第１章・第２章）、「本論」とも
いうべきイギリス倒産法における管財人制度の成立および発展の過程を究明する５つの章（第３章～
第７章）、そして、イギリス倒産法の管財人制度の考察のまとめとわが国の倒産法における管財人制
度への示唆を記述する終章の４つの部分から構成されている。 
（2）序章では、本論文の目的が、イギリス倒産法における管財人制度の成立・発展の過程を考察
し、管財人制度に関するイギリスの経験を明らかにすることを通じて、わが国の倒産法における管財
人制度を検討するための示唆を得ることであることが示される。 
わが国の倒産手続（破産、民事再生、会社更生、特別清算）は、債務者の財産を管財人として債務
者以外の第三者が管理するタイプ（管理型）と、債務者自身が管理するタイプ（DIP型）に大別され
る。前者の管理型手続（破産、会社更生等）における管財人の選任・監督に着目すると、裁判所が管
財人を選任・監督する「裁判所管理型」と、債権者が管財人を選任・監督する「債権者自治型」の選
択肢があること、また、管理型で債務者（会社経営者）を管財人にする場合にはDIP型に接近するこ
となどから、誰が誰を管財人として選任・監督するかが、倒産手続上重要な管財事務のあり方を大き
く左右するとの認識が示される。この認識を前提に、適正・迅速な管財事務の遂行にとって望ましい
管財人制度はどういうものかが、研究目標として設定される。 
研究方法としては、イギリス倒産法における管財人制度とその沿革を考察する方法が採られる。イ
ギリスの倒産法制は、わが国とは異なる点が多く、例えば、債権者集会による管財人の選任が許され
ており、管財人の選任・監督に行政機関の関与があるほか、管財人候補者にあらかじめ専門的能力が
要求されているなどの特徴があって、管財人を裁判所が主に弁護士から選任するわが国とは大きく異
なるがゆえに、わが国の管財人制度の見直しの要否などを考えるうえで有益であるからである。 
 （3）第１章は、わが国の破産等の各倒産手続での管財人制度の沿革および現状を扱う。わが国で
は、1890年の旧商法破産編のもとで裁判所管理型の破産管財人制度が採用される一方、1922年の旧
破産法のもとで債権者自治の理念が導入され、債権者の選任する監督委員が新設された。しかし、
2004年の新破産法のもとでは、監督委員制度が廃止され、管財人に対する監督による債権者自治的
色彩が失われるにいたる。新破産法のもとでは、裁判所管理型に一層傾斜した管財人制度が存在し、
裁判所が選任する管財人如何に管財事務の適正・迅速な実施がかかっているのが現状である。しかし、
管財人の被選任資格と選任方法については明確な規準がなく、運用上、弁護士が選任されることが多
い。このような管財人制度は、破産に限らず、破産以外の手続（会社更生、管財人がある民事再生な
ど）でも一貫して採用されている。 
 こうしたわが国の倒産法における管財人制度の沿革および現状に対する考察から、裁判所管理型の
管財人による管財事務の適正・迅速化を確保するためには、裁判所による監督や管財人の責任の強化
をはかる方法に限界がある以上、それ以外の方法を考える必要があるとする。 
 第２章は、現在のイギリス倒産法制とそこでの管財人制度の概要を扱う。1986年倒産法のもと、
個人倒産手続として破産、個人任意整理および債務救済命令の制度があり、会社倒産手続として強制
清算、任意整理、会社管理などの手続が置かれている。本章では、これらの各手続において、管財人
 が債権者集会によって選任されるほか、行政機関が管財官を通じて管財事務に関与し、また、管財人
の担当者について倒産実務家資格制度が存在するなど、わが国の倒産法制とは大きく異なる特色が存
在することを確認する。 
 （4）第３章から第７章にかけて、イギリス倒産法における管財人制度の成立および発展過程が考
察される。まず第３章は、イギリスの管財人制度の成立過程を扱う。1542年制定の最初の破産法は、
債権者の公平な救済と詐害的な債務者に対する懲罰を目的としており、同法のもとでの破産手続全般
の主宰者は、大法官、大蔵卿等で、実際は、明文規定こそないものの、破産監督委員が事件を担当し
ていた。その後、1571年の破産法によって、破産事件は大法官のみの管轄になるとともに、同法で
明文化された破産監督委員は、大法官が「適任と考えられる賢明かつ誠実で思慮深い者」を選任する
こととなった。しかし、破産監督委員には身分保障がなかったことから、なり手不足が生じ、破産手
続の遅延や費用の高騰、さらには大法官の手続への介入を招くにいたった。 
このような破産手続の問題状況に対する債権者の不満が大きくなった結果、1706年の破産法改正
により、債権者が選任する譲受管財人という専門的管財機関が創設される。管財人は、債権者集会に
おいて選任されたが、その担当者については規定がなく、債権者の中から選任されるのが実情であっ
た。効率的な破産手続に最も利害関係のある債権者こそが管財事務を迅速低廉に遂行するであろうと
の前提に立って導入された管財人制度であったが、実際は、債権者の多くが管財事務に無関心で、不
誠実な債権者による不正を誘発する結果となった。 
それから数度の部分改正を経たのち、1831年破産法が、これまでの債権者管理型の譲受管財人の
制度を全面的に改め、裁判所管理型の官選管財人制度を採用する。官選管財人は、大法官が選任する
常置の公的管財機関であり、これによって、管財事務に対する債権者の無関心と管財人になった債権
者による不正行為の多発を克服することが企図された。この裁判所管理型の官選管財人制度に対して
は、手続費用が高いことから不満が噴出し、さらに、債権者の意見が反映されないことから債権者に
不信感が生じた。そのため、1861年には、新しい破産法が成立し、官選管財人の権限の縮小と譲受
管財人の権限の強化により、裁判所管理型の管財人から債権者管理型の管財人制度へと再び方向転換
が図られる。しかし、手続費用の高さと管財事務遂行の不熱心に対する不満は依然抑えられず、結局、
1864年破産法により、債権者集会における管財人選任の制度が採用され、債権者による管財人の監
督機関として監督委員会の制度が導入された。その結果、債権者自治型の管財人制度が成立する。 
（5）しかし、この債権者自治型の管財人制度は、長続きしなかった。第４章は、債権者自治型へ
の転換からわずか14年後の1883年の破産法の改正を扱う。 
1869年破産法でも、債権者自治型の管財人制度が採用されたが、同法は、本来の意味での破産手
続のほかに、整理計画による清算などの債権者決議に基づく柔軟な制度も用意していた。後者の制度
は、簡易・迅速な手続で利用度も高かったが、債権者の無関心から、債務者や整理屋による制度濫用
を増加させ、破産制度全体への不信感を増大させることとなった。このような状況から、1883年に
破産法が改正され、管財官の制度が新設される。破産法の目的は、破産財団の誠実な管理と公平・迅
速な配当だけでなく、商道徳の向上と誠実な取引の促進によって倒産の減少を図ることにもあり、そ
のため破産に関する調査の任務は、公共のために責任をもって行動する政府に任せるべきとされ、そ
の役割が管財官に託された。管財官は、管財人の選任までの間、債務者の財産を保全するほか、管財
人の選任がない場合や欠けている場合に自ら管財人になり、また、債務者を調査し、商務省の行う破
産監督事務を補助する等の役割を担う。 
管財官の制度は、1890年には、個人を対象とする破産制度のほかに、会社を対象とする倒産手続
である会社清算の手続にも導入される。第５章は、会社清算と会社清算人の制度を取り上げる。会社
倒産手続として、1856年および1862年の会社法を通じて、裁判所選任の清算人が清算事務を行う「強
制清算」、出資者選任の清算人が清算事務を行う「任意清算」、任意清算を緩やかな裁判所監督下に
置く「裁判所の監督による清算」の３種類の手続が設けられたが、1890年会社清算法により、この
うちの強制清算に管財官制度が導入され、また、債権者自治的な制度である監督委員会制度も導入さ
れる。管財官制度の導入は、倒産が社会経済に悪影響を及ぼす国民一般に対する害悪で、それを防止
する必要があるとの動機に基づいており、そうした必要を満たすため、債務者や取締役等を調査して
管財人の役割を果たす管財機関として管財官が設置されたとする。 
（6）管財官制度は、現在も、定着した制度として存在しているが、この制度も、1970年代に、サ
ッチャー政権下、公務員削減政策が推進されるなかで、存廃の議論のもとに置かれる。その背景には、
石油危機や国際収支の悪化などの社会経済状況の影響や倒産の急増があり、それに対する倒産制度の
 欠陥が指摘されたという事情がある。このような事情のもとで設置された倒産法改正委員会（コーク
委員会）での検討内容（コーク・レポート）の公表もあって、倒産法制の改正に関する議論が促され、
1986年に破産法が改正される。この1986年倒産法が、現在の時点でのイギリスの倒産法制を規律す
る。第６章は、この1986年法の成立までの経過と同法の内容を詳しく扱う。 
 1986年改正は、当時の社会的状況を背景に、会社清算を中心に取締役や清算人が手続を濫用し、
弱い債権者を手玉にとる醜悪な手口が横行したことから、悪質な取締役や清算人への対応を主目的と
していた。これらの手続濫用が、管財官の関与がない手続で生じたことから、商道徳の維持と倒産抑
止に関わる公益の保護の観点から、管財官による厳格な調査を行う制度を重大な倒産事件には残す一
方、少規模の倒産事件では管財官のリソースを浪費させないよう管財官の関与を減らす改正が行われ
る。 
 （7）1986年倒産法は、また、コーク・レポートの提案に従って倒産実務家資格制度を新たに創設
する。第７章は、この制度に注目する。1986年法では、破産管財人や会社清算人として活動するに
は、倒産実務家の資格が必要とされ、さらに、自然人であること、保証の提供があること、欠格事由
がないことが要求される。この資格の取得方法には、国務大臣の認定を受けた認定専門家団体のメン
バーになる方法と、直接、国務大臣の認定を受ける方法が認められた。この資格制度の導入の理由と
しては、第１に、破産・強制清算の効率化が挙げられ、それに関与する行政機関の負担軽減、管財事
務の効率化を正当化するものとして資格が要求される。第２に、任意清算などの裁判所の関与の少な
い手続の濫用防止や悪質な清算人の排除が挙げられる。 
 （8）以上のイギリス法の分析から、終章は、わが国の管財人制度に関するいくつかの示唆を抽出
する。第１は、次に述べる、管財人の職務としての公益保護の観点からの管財人制度に対する示唆で
ある。 
 まず、イギリスでは、債務者（とくに債務者たる会社の取締役）のモラル・ハザード防止が公益の
保護として重視されており、これを参照にすると、大企業など重大な破産事件では、破産手続は厳格
な手続として機能すべきで、破産債権者の利益だけでなく、悪質な債務者の行為を調査して責任追及
することが重要である。管理型の再生手続は、重大な事件における厳格な手続として機能するため、
多くの場合、再生管財人に公益保護が期待される。公益保護のためには、破産管財人や再生管財人に
は、必ず弁護士が選任される制度にすべきとされる。 
会社更生手続の更生管財人には取締役を選任することが許されているが、会社更生は、民事再生制
度がある現在、厳格な管理型手続としての役割を期待されるから、取締役を更生管財人に選任するこ
とは制限すべきで、取締役を事業管財人として選任する場合でも、申立代理人ではない中立的な弁護
士を更生管財人に含めるべきとする。 
 （9）イギリスの管財人制度からのもう１つの示唆は、管財人の担当者の質の確保に関するもので
ある。イギリスでは、債権者自治型の管財人制度が採用されており、また債権者による任意清算など
の柔軟な手続も利用されていることから、1986年倒産法以来、手続の適正・迅速化と悪質な手続主
宰者の排除のために、管財人等の担当者の質の確保が重視されるようになり、倒産実務家資格制度が
導入されている。わが国では、イギリスとは異なって、裁判所が管財人を選任する裁判所管理型の制
度が当初から採用されてきたことから、倒産実務家資格制度の導入が必要とされたイギリスとは前提
条件が異なる。しかし、わが国でも、裁判所管理下にあるとはいえ、管財人の不正や不熱心の問題が
顕在化している。これに対しては、裁判所による管財人の監督を強化するなどの方法もあるが、裁判
所のリソースにも限界があることから、方法として十分とは言えない。倒産手続には、前述のとおり、
公益保護の側面が管財人の職務内容に含まれることからも、管財人担当者の質の維持が重要である。
管財人の選任・監督制度の改革でそれを維持することは容易でない以上、イギリス法にあるように、
管財人の資格制度の導入が必要であると考えられる。そのためには、専門職団体が適切な人材を管財
人候補者として供給し、その質を維持することに責任をもつ体制の構築が今後必要であるとする。 
 
 
論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 
（1）倒産手続における管財人については、倒産手続の中心的な担い手として、これまでのわが国
の倒産法学においても様々な観点から考察が加えられてきたが、主に、管財人の法的地位を理論体系
的にどのように位置づけるかという問題を中心に研究が蓄積されてきた。これに対して、誰がどのよ
 うな方法で管財人を選任するか、また、倒産手続の中核をなす管財事務の適正・迅速な実施の観点か
ら望ましい管財人制度のあり方はどのようなものかについては、これまで、必ずしも十分な研究が行
われてこなかった。 
 また、わが国の倒産法制は、21世紀に入って全面的に新しい法制に転換しており、管財人等につ
いても、新倒産法制のもとでの規律と運用のあり方をあらためて考える必要が少なくない。 
（2）本論文は、従来のわが国の管財人研究とは異なり、管財人を誰がどのように選任するかを中
心に考察するもので、従来の倒産法研究に欠如していた部分を埋めるものとして非常に有益な研究で
ある。考察方法として、イギリス倒産法における管財人制度に注目し、同制度の成立・展開過程の分
析から、わが国の倒産法における管財人制度のあり方を考える。イギリス法を考察する理由は、同法
が、債権者自治型でかつ行政機関関与型の管財人制度を採用するなど、わが国とは大きく異なる特徴
を有し、わが国の管財人制度のあり方を考えるうえで有益であることに求められる。そのために、イ
ギリス倒産法における管財人制度の沿革が、16世紀のイギリス最初の破産法の制定から今日にいた
るまで丁寧かつ詳細に考察される。イギリスの倒産法制に対する本格的研究は、わが国の最近の外国
倒産法制の研究が、もっぱらアメリカ法を対象とするだけに、わが国の外国倒産法制研究の空白を埋
めるものとしても大変貴重である。 
内容的には、イギリスの管財人制度が、当初、裁判所が選任する裁判所管理型の管財人制度として
定着したにもかかわらず、その後、債権者が選任する債権者自治型の制度に変化し、さらに、行政機
関の関与をも採り入れた制度へと展開してきた過程を、その変遷の原因の分析と関連づけて明らかに
している。イギリスの管財人制度を裁判所管理型・債権者自治型・行政機関関与型の３つに分類する
ことにより、制度の変遷とその原因・背景との関連づけに十分に配慮した叙述となっており、イギリ
スの現在の倒産法制下の管財人制度の内容ともども、管財人を中心とするイギリス倒産法制の史的な
全体像を知る上で極めて有意義な内容となっている。 
本論文は、イギリス法の研究・分析の結果から、わが国の倒産法に示唆を与えるものとして、イギ
リスの管財人制度の変遷の基礎に、商道徳の向上を図り誠実な取引を促進し、倒産を減らすという公
益保護の要請があることと、倒産手続の適正・迅速化のために管財人の質の確保がとくに重要である
と考えられていることに注目し、そこから、わが国の倒産法制にとっても有意義な考察結果を抽出す
る。考察の結果でとくに重要と認められるものは、わが国の倒産手続においても、公益保護の観点か
ら管財人には必ず弁護士が選任される制度とすべきことと、管財人の質を確保するため、イギリス法
のように資格制度を導入すべきであるということである。イギリス法の考察から、倒産制度および管
財人職務における公益の要素の抽出、その公益保護の観点に基づくところの、弁護士からの管財人選
出の必要性、および、管財人の職務遂行の質を確保するための資格制度の導入の必要性が抽出された
点は、わが国の管財人のあり方として明確な方向性を提示しており、本研究の成果として、わが国の
倒産法制を考えるうえで大変有益である。 
 （3）ところで、本論文は、イギリスの管財人制度が裁判所管理型と債権者自治型との間で展開し
てきたことに着目して考察を加える。倒産手続を考えるうえで、手続の適正・迅速な運営を重視する
と、いきおい裁判所管理型に依拠して債権者の手続関与を消極的に捉える方向に向かうが、もともと
倒産手続は包括執行と呼ばれる通り、債権の実現のための手続でもある。後者の点からは、債権者の
自治尊重とその手続関与を積極的に捉える方向が指向される。この両者をいかに両立・調和させるか
が、倒産法の基本問題をなすことは否定できない。本論文では、とくにイギリス法の制度の考察にお
いて両者が対立的に扱われているが、手続の適正と債権者自治をどう調和させるかという点は、課題
としての認識はあるものの、十分に明らかにされていない。これは、終章で、裁判所管理型をとるわ
が国の法制を前提に議論がなされている点に現れている。むしろ、イギリスの管財人制度が債権者自
治型を現在も維持している点に注目するならば、わが国の裁判所管理型の管財人選任制度のあり方自
体も再検討するなど、債権者自治の視点をどう考慮していくかを検討する必要があったように思われ
る。 
 本論文では、管財人を誰がどのように選任すべきか、という点に考察の重点が置かれているが、管
財事務の適正・迅速化は、管財人の選任だけにかかっているわけではない。本論文も、管財人に対す
る監督や管財人の責任の問題が重要であることを当然の前提としているが、それらには限界があると
述べるにとどまる。本論文が取り上げたイギリス法は、債権者による管財人の選任という特徴だけで
なく、行政機関の関与を通じた行政による監督強化という特徴も有しており、管財人の選任や資格・
質だけでは捉えられない制度が複雑に組み合わされている。それだけに、管財人だけでなく、それに
 関連する周辺の制度や規律と相俟った複合的な分析やそのための要素の抽出が必要であり、その点の
分析が十分になされていないように思われる。また、管財人のあり方を考える場合、その選任だけで
はなく、管財人の法的地位や責任に関する考察も不可欠であるが、本論文では、イギリスにおける管
財人の法的地位や責任についての言及はあるものの、それ自体の詳細な研究は行われておらず、その
点の研究は、今後に期待しなければならない。 
 本論文の主要部分は、イギリス倒産法上の管財人制度の制度史研究であるが、外国の制度とわが国
の制度との比較を行うための前提としては、各々の国の法制の背後にある社会的経済的背景の違いが
重要な意味を持ちうることからすると、本論文では、社会経済的な背景の叙述や社会・経済史への言
及に不十分なところが見られ、今後の研究によってその点の充足が期待される。 
（4）本論文は、（3）において述べたようないくつかの課題を残しているように思われるものの、
管財人に関連した部分を中心に、これまでわが国では十分に行われてこなかったイギリス倒産法研究
の空白を埋める研究として貴重な成果であり、イギリス倒産法研究と破産管財人制度の研究の両者を
大きく進展させるものとして、今後これらの問題を扱う研究者や実務家にとって基本的な文献となる
ことは疑いない。この意味で、本論文は、とりわけ倒産法研究のうえで、学界および実務界に寄与す
るところのきわめて大きい業績であって、博士（法学）の学位請求論文として必要かつ十分な要件を
具備するものであることを確認する。 
 
 
